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１ コンセント制度の導入に伴う商標審査基準の関連条文 

２ 他人の氏名を含む商標の登録要件緩和に伴う商標審査基準の関連条文 

３ 施行期日及び経過措置 

 

 

１ コンセント制度の導入に伴う商標審査基準の関連条文（傍線部分は改正部

分） 

 

■第 4条第 4項 

（商標登録を受けることができない商標） 

第四条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第一項第十一号に該当する商標であつても、その商標登録出願人が、商

標登録を受けることについて同号の他人の承諾を得ており、かつ、当該商

標の使用をする商品又は役務と同号の他人の登録商標に係る商標権者、専

用使用権者又は通常使用権者の業務に係る商品又は役務との間で混同を生

ずるおそれがないものについては、同号の規定は、適用しない。 

 

 

■第 4条第 1項第 11 号 

（商標登録を受けることができない商標） 

第四条 次に掲げる商標については、前条の規定にかかわらず、商標登録を

受けることができない。 

一～十 （略） 

十一 当該商標登録出願の日前の商標登録出願に係る他人の登録商標又は

これに類似する商標であつて、その商標登録に係る指定商品若しくは指

定役務(第六条第一項(第六十八条第一項において準用する場合を含む｡)
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の規定により指定した商品又は役務をいう。以下同じ。)又はこれらに類

似する商品若しくは役務について使用をするもの 

十二～十九 （略） 

２～４ （略） 

 

 

■第 8条第 1項、第 2項及び第 4項から第 6項 

（先願） 

第八条 同一又は類似の商品又は役務について使用をする同一又は類似の商

標について異なつた日に二以上の商標登録出願があつたときは、最先の商

標登録出願人のみがその商標について商標登録を受けることができる。た

だし、後の日に商標登録出願をした商標登録出願人（以下この項において

「後出願人」という。）が、商標登録を受けることについて先の日に商標登

録出願をした商標登録出願人（当該商標登録出願人が複数あるときは、当

該複数の商標登録出願人。以下この項及び第六項において「先出願人」と

いう。）の承諾を得ており、かつ、当該後出願人がその商標の使用をする商

品又は役務と当該先出願人がその商標の使用をする商品又は役務（当該商

標が商標登録された場合においては、その登録商標に係る商標権者、専用

使用権者又は通常使用権者の業務に係る商品又は役務）との間で混同を生

ずるおそれがないときは、当該後出願人もその商標について商標登録を受

けることができる。 

２ 同一又は類似の商品又は役務について使用をする同一又は類似の商標に

ついて同日に二以上の商標登録出願があつたときは、商標登録出願人の協

議により定めた一の商標登録出願人のみがその商標について商標登録を受

けることができる。ただし、全ての商標登録出願人が、商標登録を受ける

ことについて相互に承諾しており、かつ、それぞれの商標の使用をする商

品又は役務との間で混同を生ずるおそれがないときは、当該全ての商標登
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録出願人がそれぞれの商標について商標登録を受けることができる。 

３ （略） 

４ 特許庁長官は、第二項本文の場合は、相当の期間を指定して、同項本文

の協議をしてその結果を届け出るべき旨を商標登録出願人に命じなければ

ならない。 

５ 第二項本文の協議が成立せず、又は前項の規定により指定した期間内に

同項の規定による届出がないとき（第二項ただし書に規定するときを除

く。）は、特許庁長官が行う公正な方法よるくじにより定めた順位における

最先の商標登録出願人のみが商標登録を受けることができる。ただし、当

該くじにより定めた順位における後順位の商標登録出願人（以下この項に

おいて「後順位出願人」という。）が、商標登録を受けることについて先順

位の商標登録出願人（当該商標登録出願人が複数あるときは、当該複数の

商標登録出願人。以下この項及び次項において「先順位出願人」という。）

の承諾を得ており、かつ、当該後順位出願人がその商標の使用をする商品

又は役務と当該先順位出願人がその商標の使用をする商品又は役務（当該

商標が商標登録された場合においては、その登録商標に係る商標権者、専

用使用権者又は通常使用権者の業務に係る商品又は役務）との間で混同を

生ずるおそれがないときは、当該後順位出願人もその商標について商標登

録を受けることができる。 

６ 第一項ただし書又は前項ただし書の場合において、先出願人又は先順位

出願人の商標が商標登録され、その登録商標に係る商標権が移転されたと

きは、その登録商標に係る商標権者を先出願人又は先順位出願人とみなし

て、これらの規定を適用する。 

 

 

■商標法第 24条の 4 
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（商標権の移転等に係る混同防止表示請求） 

第二十四条の四 次に掲げる事由により、同一の商品若しくは役務について

使用をする類似の登録商標又は類似の商品若しくは役務について使用をす

る同一若しくは類似の登録商標に係る商標権が異なつた商標権者に属する

こととなつた場合において、その一の登録商標に係る商標権者、専用使用

権者又は通常使用権者の指定商品又は指定役務についての登録商標の使用

により他の登録商標に係る商標権者又は専用使用権者の業務上の利益（当

該他の登録商標の使用をしている指定商品又は指定役務に係るものに限

る。）が害されるおそれのあるときは、当該他の登録商標に係る商標権者又

は専用使用権者は、当該一の登録商標に係る商標権者、専用使用権者又は

通常使用権者に対し、当該使用について、その者の業務に係る商品又は役

務と自己の業務に係る商品又は役務との混同を防ぐのに適当な表示を付す

べきことを請求することができる。 

一 第四条第四項の規定により商標登録がされたこと。 

二 第八条第一項ただし書、第二項ただし書又は第五項ただし書の規定に

より商標登録がされたこと。 

三 商標登録をすべき旨の査定又は審決の謄本の送達があつた日以後に商

標登録出願により生じた権利が承継されたこと。 

四 商標権が移転されたこと。 

 

 

■商標法第 52条の 2 第 1項 

第五十二条の二 第二十四条の四各号に掲げる事由により、同一の商品若し

くは役務について使用をする類似の登録商標又は類似の商品若しくは役務

について使用をする同一若しくは類似の登録商標に係る商標権が異なつた

商標権者に属することとなつた場合において、その一の登録商標に係る商

標権者が不正競争の目的で指定商品又は指定役務についての登録商標の使
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用であつて他の登録商標に係る商標権者、専用使用権者又は通常使用権者

の業務に係る商品又は役務と混同を生ずるものをしたときは、何人も、そ

の商標登録を取り消すことについて審判を請求することができる。 

２ （略） 
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２ 他人の氏名を含む商標の登録要件緩和に伴う商標審査基準の関連条文

（傍線部分は改正部分） 

 

■商標法第 4条第 1項第 8号 

（商標登録を受けることができない商標） 

第四条 次に掲げる商標については、前条の規定にかかわらず、商標登録を

受けることができない。 

一～七 （略） 

八 他人の肖像若しくは他人の氏名（商標の使用をする商品又は役務の分

野において需要者の間に広く認識されている氏名に限る。）若しくは名称

若しくは著名な雅号、芸名若しくは筆名若しくはこれらの著名な略称を

含む商標（その他人の承諾を得ているものを除く。）又は他人の氏名を含

む商標であつて、政令で定める要件に該当しないもの 

九～十九 （略） 

２～４ （略） 

 

■商標法施行令第１条  

（政令で定める要件） 

第一条 商標法第四条第一項第八号の政令で定める要件は、次の各号のいず

れにも該当することとする。 

一 商標に含まれる他人の氏名と商標登録出願人との間に相当の関連性が

あること。 

二 商標登録出願人が不正の目的で商標登録を受けようとするものでない

こと。 

 

（政令で定める特徴） 

第一条の二 （略） 

※現行の第一条を第一条の二とし、第一条として政令で定める要件を追加。 
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３ 施行期日及び経過措置 

 

■改正法附則第 1 条 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において

政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

一～三 （略） 

 

 

■改正法附則第 5 条第 1項 

（商標法の一部改正に伴う経過措置） 

第五条 第五条の規定（附則第一条第二号に掲げる改正規定を除く。）による

改正後の商標法第四条第一項（第八号に係る部分に限る。）及び第四項、第

八条第一項、第二項及び第四項から第六項まで、第二十四条の四（第一号

及び第二号に係る部分に限る。）並びに第五十二条の二第一項（第二十四条

の四第一号及び第二号に係る部分に限る。）の規定は、施行日以後にする商

標登録出願について適用し、施行日前にした商標登録出願については、な

お従前の例による。 

２ 施行日前から日本国内において不正競争の目的でなく他人の登録商標

（この法律の施行後の商標登録出願に係るものを含む。）に係る商標法第四

条第一項第十一号に規定する指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似

する商品若しくは役務についてその登録商標又はこれに類似する商標であ

って他人の氏名を含むものの使用をしていた者が、施行日以後も継続して

その商品又は役務についてその商標の使用をする場合は、この法律の施行

の際現にその商標の使用をしてその商品又は役務に係る業務を行っている

範囲内において、その商品又は役務についてその商標の使用をする権利を
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有する。当該業務を承継した者についても、同様とする。 

３ 前項の登録商標に係る商標権者又は専用使用権者は、同項の規定により

商標の使用をする権利を有する者に対し、その者の業務に係る商品又は役

務と自己の業務に係る商品又は役務との混同を防ぐのに適当な表示を付す

べきことを請求することができる。 

４ 第二項の規定により商標の使用をする権利を有する者は、この法律の施

行の際現にその商標がその者の業務に係る商品又は役務を表示するものと

して需要者の間に広く認識されているときは、同項の規定にかかわらず、

その商品又は役務についてその商標の使用をする権利を有する。当該業務

を承継した者についても、同様とする。 

５ 第三項の規定は、前項の場合に準用する。 

６ 第二項から前項までの規定は、防護標章登録に基づく権利に準用する。 

 

 

 


